

















































































































移行では、 小学校 おける教科についても「読書・習字・算術・地理・歴史・修身等」の初歩 教えることが基本とされるなど、大きく簡素化さ
小学校令期における各宗派同盟と簡易小学校についての一考察
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れたものの、翌一三年一二月二八日に公布された「改正教育令」では、 「修身・読書・習字・美術・地理・歴史等」の初歩的内容を教えることと改められている。修身 授業が最初に明記されたことか は、この授業を重視する方針転換の姿勢がうかがわれるも の、就学期間については三年以上八年以下と短縮されている。「学制」から「教育令」への移行には、明治一〇年
（一八七七）
の西南戦争における戦費獲得


































































には小学簡易科の設置について、 「広島・愛媛・兵庫・石川ノ諸県ニ於テハ、五百四拾四箇乃至七百弐拾四箇ノ多キニ達スルニ 山梨・静岡・宮城・群馬ノ諸県ニ於テハ三箇乃至九箇ニ過キスシテ、東京府 埼玉・茨城・佐賀ノ諸県ニハ一モコレアルコトナ
シAJB」との記述が残されてお

































下ノ如キ人口繁密、随テ貧富ノ等差最モ甚敷、貧者ハ益窮シ、富者ハ益饒ナルノ勢ニ推移候 然ルニ貧者ノ子弟タル目前ノ活計ニ困苦致シ候ヨリ、自然入校就学候事能ハス、其知識ノ昏昧ナルト、生活ノ窮困ナルトニヨリ、不知・不識法令ニ背キ 懲罰ニ罹ル者往々コレアリ、是所謂不教ノ民ヲシテ駆テ法抗ニ陥ラシムル者ニシテ 国家文明ノ
缼
典誠ニ憐レムベク、傷ムヘキノ至ニ




















































































など、明治二〇年だけでも多くの学校が宗派を超えた僧侶たちにより設 られている。もっとも、この時期東京府内には複数の宗派の同盟により設立された学校だけではなく、同一宗派の僧侶が協力して開校に至った記録も残さる。同年九月に浅草松清町の本願寺内に設けられた開善学校は、真宗大谷派の僧侶の団結 より設立された で 学校経費は「同盟者并有志ノ寄送金」で賄うことが定められていた。教育内容は尋常科とされている 、貧民子弟 為に設立された学校であり、設置願 は六二名署名が残されている。同校の設立目的について「古者寺児ノ称アリ、蓋シ、寺院住職等檀家子弟教育シテ、習字・読書等ノ業ヲ授ケ 以テ間接
布教ノ実益ヲ奏セ
シASB」とあり、慈善的思いだけ















明治 学齢人口 就学者 % 学齢人口 就学者 %
11 5,281,727 2,179,267 41 114,296 57,588 50
12 5,371,383 2,210,607 41 134,860 79,573 59
13 5,533,196 2,271,850 41 132,597 57,304 43
14 5,615,007 2,413,586 43 141,782 58,191 41
15 5,750,946 2,789,776 49 149,122 60,818 41
16 5,952,000 3,037,270 51 156,866 61,612 39
17 6,164,190 3,129,073 51 130,742 78,562 60
18 6,413,684 3,182,232 50 176,232 77,891 44
19 6,611,461 3,063,186 46 200,232 89,145 45
20 6,740,929 3,033,116 45 203,245 95,701 47
21 6,920,345 3,277,489 47 214,288 102,967 48
22 7,078,564 3,410,422 48 227,974 110,566 48
23 7,195,412 3,520,718 49 223,737 104,345 47
24 7,220,450 3,783,435 52 217,584 104,199 48
『文部省年報』により作成
月日 場所 名称
5 月 23 日 本郷  慈愍小学校
8 月 23 日 麻布、赤坂、芝  慈育小学校
8 月 25 日 浅草  慈善小学校
9 月 13 日 浅草  開善小学校
10 月 27 日 本郷  慈愍小学校（簡易科）
10 月 29 日 深川  教友小学校
11 月 10 日 谷中  貧民小学校
11 月 15 日 浅草  慈善小学分校
表 1　全国及び東京府の就学率表
　　全　国　　　　　　　　　　　東　京








いた就学率が減少に転じた時期である。貧困者対策として簡易科が導入され 徐々に簡易科の就学者が増加していた一方 、高等科もその数を増やしているものの、全体の就学者増につながる事がなかった は記録により明らかである。もっ も、こ 状況に対て簡易科設置 対策が、全くの徒労であった
明治 学齢人口
公立学校生徒 私立学校生徒
簡易 尋常 高等 簡易 尋常 高等
19 6,611,461 182,295 2,486,180 93,398 39,029 1,700 37
20 6,740,929 615,109 1,915,458 136,799 1,117 41,815 2,523
21 6,920,345 742,950 1,955,461 175,348 2,851 47,606 3,652
22 7,078,564 781,908 1,993,134 198,401 3,852 49,948 4,151





官 公 私 官 公 私 官 公 私
19 244 415 70 54
20 1 243 348 73 69
21 1 16 251 379 78 79
22 252 73



































定した背景には、慈善学校 設置願に記されていたように「貧者ノ子弟タル目前ノ活計ニ困苦致シ候ヨリ、自然入校就学候事能ハス、其知識ノ昏昧ナルト、生活ノ窮困ナルトニヨリ 不 ・不識法令ニ背キ、懲罰ニ罹ル 往々コレアリ」状況を回避する目的が大きかったと思われる。ところが、仏教寺院が学校設立に関わった目的には、 「古者寺児ノ称アリ、蓋シ、寺院住職等檀家子弟教育シテ、習字・読書等ノ業ヲ授ケ、以テ間接布教ノ実益ヲ奏セシ」との思いが含まれていたことは明らかである。
近代学校制度が導入されて以降、就学率は確
実に上昇していたものの、 「教育令」後半から「小学校令」初期にお ては、一転減少傾向が続いていた。この背景 は緊縮財政により経済的に疲弊した人々が増加したことだけではなく、税収の減少による教育関連予算の削減も影響して
いたと思われる。このような状況の中、授業料が不要となる簡易科の設置によって就学率の挽回が目指されたのであり、簡易科設置が制度化されたことで多くの仏教寺院が 小学校を設立している。もっ も、簡易科 就学者は年々増加していたものの、全体 就学率回復までに至っていないのは記録により明らかである。
また、簡易科設置の政策は、地域住民だけ
ではなく、貧困者からも不評であっ ことから、徐々に就学者が減少 ことで 明治二三年
（一八九〇）
には制度廃止となっている。当初







 「慈善洛東学院とその周辺」 （ 『横浜国立大学紀
要』第二二集、一九八二年） 。
（２）戸田金一「学制期における府県の貧困子女就学方策に
ついて」 （ 『聖園学院短期大学研究紀要』第三六号、二〇〇六年） 。
 
（３）戸田金一「秋 県２慈善学校狭間期における貧民子弟
の就学」 （ 『聖園学院短期大学研究紀要』第三五号、二〇〇五年） 。
  
（４）








仏教」 （京都女子大学仏教・文化研究所 『研究紀要』 第六号、一八九三年） 。
 













































22） 「簡易科御引直願」 （東京都文書館所蔵文書） 。
 
（
23） 「慈善学校設置願」 （東京都文書館所蔵 書 。
 
（
24）同前。
（
25）同前。
（
26）同前。
（
27）江村栄一・中村政則編『日本民衆の歴史』六、 三省堂、
一九七四年。
（
28）大久保利謙『新修
　
森有有禮全集』第二巻、文泉堂書店、
一九九八年。
 
（
29）文部省『文部省第十八年報』 （明治二三年 。
 
